
 
 

Ⅱ 令和５年度当初予算主要施策の概要(県央地域関係) 

 
１ 完成及び開所予定施設等 

 
  厚木駅南地区（海老名市）市街地再開発事業の工事完了 

  県道 603 号（上粕屋厚木）の供用開始 

  緑ケ丘団地（５期）（厚木市）の完成 

厚木東高校・厚木商業高校商業教育棟（厚木市）の完成 

津久井警察署（相模原市緑区）の完成 

 

２ 主な施策・事業 

(1)  令和５年度当初予算における９の重点事業………………………………………………………33 

(2)  重点１ 新型コロナウイルス感染症対策…………………………………………………………35 

(3)  重点２ 未病改善の取組及び地域医療体制の整備………………………………………………38 

(4)  重点３ 障がい・高齢者福祉施策の推進…………………………………………………………39 

(5)  重点４ 県内経済・産業の活性化…………………………………………………………………44 

(6)  重点５ 脱炭素社会の実現に向けた取組…………………………………………………………48 

  (7)  重点６ 行ってみたい神奈川の魅力づくり………………………………………………………51 

(8)  重点７ 安全で安心してくらせる神奈川の実現…………………………………………………55 

(9)  重点８ 子ども・子育てへの支援…………………………………………………………………56 

(10) 重点９ 県立高校改革等教育環境の整備の推進…………………………………………………59 

(11) 公営企業会計電気事業主要事業の概要……………………………………………………………61 

※資料については、令和５年度当初予算案の概要、各局の令和５年度当初予算（案）主要施策の概要

より抜粋 
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 太陽光発電等の導入拡大に向けた支援 

（脱炭素社会の実現に向けた取組 ⑧～⑪等） 
 

１ 目 的 

脱炭素社会の実現に向けて、太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギー設備の導

入を促進する。 
 

２ 予算額  １０億４，９０６万円 
 

３ 事業内容 

事業所への自家消費型の再生可能エネルギー設備の導入に対する補助や、初期費用ゼ

ロで住宅に太陽光発電を導入する事業（住宅用０円ソーラー）に対する補助を拡充する。 

また、太陽光発電・蓄電池の共同購入事業について、住宅用に加えて、新たに事業所

用も対象として実施する。 
 

 (1) 自家消費型再生可能エネルギー導入費補助 

対象者 自家消費型の再生可能エネルギー設備を導入する法人・青色申告を行っ
ている個人事業者 

補助額 発電出力１kW当たり６万円を乗じた額 

※蓄電池を併せて導入する場合は、補助額を上乗せ（１台15万円） 

上限額 1,000万円（大企業のみ） 
 

 (2) 太陽光発電初期費用ゼロ促進事業費補助 

対象者 県内において住宅用０円ソーラーを実施している事業者 

補助額 発電出力１kW当たり５万円を乗じた額 

※蓄電池を併せて導入する場合は、補助額を上乗せ（１台12万円） 
 

 (3) 太陽光発電・蓄電池の共同購入事業 

 太陽光発電及び蓄電池の購入希望者を募り、一括して発注することで安く購入す
ることができる共同購入事業を実施する。 

※従来は住宅用のみだったが、令和５年度は新たに事業所用も実施 
  

(4)  共同住宅用自家消費型太陽光発電等導入費補助 

対象者 県内の分譲共同住宅の管理組合、県内の賃貸共同住宅の所有者 

補助額 発電出力１kW当たり５万円を乗じた額 

※蓄電池を併せて導入する場合は、補助額を上乗せ（１台12万円） 
 

(5)  太陽光発電等普及啓発事業費 

太陽光発電等の更なる導入拡大を図るため、新たに工業団地、大型商業施設及び

住宅団地でニーズ調査を行い、ニーズの高い地域でアドバイザー派遣や説明会等を
実施する。 

 問合せ先 

産業労働局産業部エネルギー課 課長  渡邊  電話 045-210-4101 

一部 新 
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